
 444生物多様性の課題に取り組んでいる操業中の事業所の数

 220第三者（雇用関係になし）が含まれる死亡件数(件）

86.787.1

CSIは、世界中のステークホルダーとの対話を踏まえた
セメント産業の持続可能性に関する調査研究に基づいて
「自主行動計画」を策定し、2002年にコアメンバー10社の
共同コミットメントとして公表しました。「自主行動計画」は
20年間のビジョンで作成され、地球温暖化問題への対策、
原燃料の利用、排出物質の削減や安全衛生など重要課題
ごとに作業部会を設置し、メンバー共同でそれらの課題に
対する主要業績評価指標（KPI）やガイドラインの開発を行
なってきました。
特に地球温暖化問題への対策では、世界のセメント会社
共通の「CO2 排出量算定報告基準（CO2プロトコル）」を
開発し、CO2排出量に関する信頼性の高い情報を収集す
る体制を整えました。そして、グローバルなデータベースを
構築し、排出量を公表しています。また、各社が独自に排出
量の削減目標を公表し削減に取り組んでいます。

CSI活動の一環として、当社は以下の大気排出物質
削減目標を策定し、達成に向けて取り組んでいます。

CSIの各メンバー会社は優先的に取り組むべき課題
の実績について、CSIで開発した指標に基づき公表す
ることを2002年に発表した「行動計画」で約束してい
ます。この指標に基づく当社グループの実績は次の通

りです。この中で「気候変動防止に関するマネジメント」
および「安全衛生」についての実績はDNV（デット ノル
スケ ベリタス エーエス）による第三者検証を受けてい
ます。

● CO2の排出量削減
当社グループの国内外のセメント製造におけるCO2の
排出を、2010年までに2000年比でネットCO2排出原
単位※2 で3％削減します。
対象範囲：当社7工場、国内外グループ会社14社

● 大気汚染物質の排出
・排出量のマネジメント
当社グループの国内外のセメント工場において、キル
ンから排出する窒素酸化物（NOx）、硫黄酸化物
（SOx）、ばいじんの排出量を定期的にモニタリングす
る体制を確立します。
対象範囲：当社7工場、国内外グループ会社14社

・排出量の削減
当社グループの国内のセメント工場で、2010年までに
2000年比でNOxを10％、SOxを15％、ばいじんを
10％削減します。
対象範囲：当社7工場、国内グループ会社1社

当社グループの大気排出物質削減目標

※1 WBCSD（持続可能な発展のための世界経済人会議） ： 約200社の国際的な企業をメンバーとした経済団体。経済、環境、社会と調和した持続可能な発展のために様々な活動を行なっています。
※2 ネットCO2排出原単位 : セメント1トンあたりのCO2総排出原単位からセメント1トンあたりの代替燃料由来CO2排出原単位を差し引いた値
※3 APP（クリーン開発と気候に関するアジア太平洋パートナーシップ） : 米国、中国、インド、韓国、豪州、カナダ、日本の7カ国によるクリーン技術の開発、普及、移転のための協力関係

※ ネット排出量 ： 総排出量から代替燃料由来の排出量を差し引いた値

■CSIにおける主要業績評価指標（KPI）　（対象：当社7工場、国内外グループ会社14社）
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クリンカ製造のための熱量原単位（MJ/t-クリンカ）
代替燃料の比率：全使用熱量に占める代替燃料の熱量の割合（%）

原料の利用
代替原料の比率：セメント・クリンカ製造用全原料使用量に占める代替原料の割合（%、無水ベースで算出）
クリンカ/クリンカ係数：CSI　CO2プロトコル・ガイドラインに従って算出したクリンカ使用量とセメント製造量の比率（%）

バイオマス燃料の比率：全使用熱量に占めるバイオマスの熱量の割合（%）
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APP※3への参画

日本経団連「環境自主行動計画」への参画

増大するエネルギー需要、エネルギー安全保障、および
気候変動といった問題に取り組むことを目的としAPPは
2005年7月に立ち上げられました。APPには、官民による
8つの部門別タスクフォースがあります。セメントタスク
フォースは、世界のセメント生産量の約60%を生産する
パートナーシップ諸国におけるセメント製造からの温室効
果ガスおよび大気汚染物質の排出濃度を大きく改善させ
るような省エネルギーかつクリーンな製品を製造する技術
の実証と展開を促進しています。当社はセメント協会の一
員として、この活動に参画しています。

わが国の経済界として地球環境保全に向けた積極的な
取り組みを行なうため、日本経団連より各産業団体に呼び
かけられた「環境自主行動計画」に当社はセメント協会の
一員として参画しています。2010年度(2008～2012年
度の5年間の平均値)におけるセメント製造用エネルギー
原単位を1990年度比3.8%低減させるという目標の達成
に取り組んでいます。

東京人権啓発企業連絡会への参画

当社は、「東京人権啓発企業連絡会」に参画しています。
この団体は、1979年11月に発足し、東京に本社を置く企
業を主体に120社（従業員約100万人、2010年5月現在)
で組織されています。「自主的運営と全員参加の精神」を基
本理念として、企業の立場から同和問題をはじめ、様々な
人権問題の解決に向けて取り組んでいます。

WBCSD-CSIへの参画
CSIの主要業績評価指標(KPI) 
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マネジメント

当社は、2000年よりWBCSD※1のセメント産業部会(CSI=Cement Sustainability Initiative)のコア
メンバーとして、世界の23社のセメント企業とともに持続可能な発展に向けた国際的な活動に取り組んで
いるほか、各種外部団体とも協働しています。

外部団体との協働
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